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資  料 



１ 工事における低入札価格調査制度等の改正 
 

（１）趣旨  
   就業者数の減少や高齢化の進行等、建設産業を取り巻く状況は依然と

して厳しい。 
   こうした中、近年、激しい受注競争が続いており、このままでは、担

い手の確保・育成に必要な経費が十分確保できず、今後、建設産業が担
う社会資本の整備や維持管理、災害対応に支障を来すおそれがある。 

   このため、適正な競争環境を確保する観点から、低入札価格調査制度
における調査基準価格及び最低制限価格制度における最低制限価格の
引き上げを行う。 

 

（２）改正内容 

   調査基準価格及び最低制限価格の算定式において、現場従業員の労務

費や法定福利費が含まれる現場管理費※の算入率を引き上げる。 
 
   ※現場管理費：工事の施工にあたって、工事を管理するために必要な

経費(労務管理費､安全訓練等に要する経費､保険料等） 
  

土
木

・
営
繕
工
事 

≪現行≫ ≪改正後≫ 

  

【計算式】…各々の合計値 

直接工事費 ×１００％ 

共通仮設費 × ９０％  

現場管理費 × ８０％  

 一般管理費等× ７０％ 

  

 【計算式】…各々の合計値 

 直接工事費 ×１００％ 

 共通仮設費 × ９０％  

 現場管理費 × ９０％  

 一般管理費等× ７０％ 

 
 

 【参考：改正後の調査基準価格・最低制限価格】 
 

土
木
工
事 

 

 予定価格(税抜)  100% 

 

 
    

 調査基準価格 約 91% 

 

現 行 

 

改正後 

 

 100% 

    

 約 93%   
 約２ポイント 

 

 

 

 

 

 

 

   ※予定価格 1億円の道路改良工事の場合 
 
 

※実施時期：令和４年５月 1 日 

 

改正 
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２ 業務委託における総合評価方式の試行 

 

（１）趣旨 

公共工事の品質確保に重要な役割を果たしている測量、地質調査及び

設計等業務の成果の更なる品質確保を図るため、業務委託において、価

格と企業や技術者の技術的能力等の双方を総合的に評価して落札者を

決定する総合評価方式を試行する。 
 
 

（２）試行内容 

予定価格が概ね２千万円以上かつ高度な技術力を要する土木関係建

設コンサルタント業務の中から実施箇所を選定し、総合評価方式を試行

する。 

 

業務区分 《現行》 《改正後》 

土木関係建設 

コンサルタント 
価格競争方式 価格競争方式・総合評価方式 

  ※測量、地質調査、補償関係コンサルタント、建築関係建設コンサル

タントは変更なし 
 

※実施予定時期：令和５年４月 1日 
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参考資料 



１ 工事における低入札価格調査制度等の改正 

（１）県内の建設業の現状 

   ① 建設業就業者数と年齢構成 

   ◇就業者数(H27)は 57,235 人と、ピーク時(H7)に比べ 37.5%減少 

   ◇年齢構成は、55 歳以上が 38.4％と全産業より高齢化が進行する 

一方、29 歳以下の若年者の割合は 10.9％と全産業より低下 
 

 

 

� 若者の入職促進による将来の担い手確保が急務 

建設業就業者数と年齢構成の推移 
 

出典：総務省統計「国勢調査」 

 全産業２９歳以下 

建設業２９歳以下 全産業５５歳以上 

建設業５５歳以上 

建設業２９歳以下 

建設業５５歳以上 

建設業３０歳～５４歳 

人 
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  ② 競争入札落札率の推移 

   ◇本県発注工事の R２年度の落札率は、過去７年で最低 

   ◇47都道府県平均や中国地方４県平均の落札率は､近年､上昇傾向   

    

� 激しい受注競争が続いており､担い手の確保に必要な経費が十分確保

できず､今後、社会資本整備や維持管理､災害対応に支障を来すおそれ

がある 

    
           

（２）対応策 

 【調査基準価格及び最低制限価格の引き上げ】 
 
 《現行の算定式》 

   現場管理費については８０％を計上 

 《改正案》 

  必要経費として現場管理費の９０％を計上 

    ※現場管理費の５割を占める現場従業員の労務費や法定福利費を   
全額算入 

 
    0.5(現場従業員の労務費等)×100%＋0.5(その他)×80%＝90% 

 

 

 

 

 

 
 

 

課題：将来にわたって担い手の確保に必要な経費を確保する必要がある 

若年者の積極的な雇用 

安定的かつ継続的な経営 

中長期的な担い手の確保・育成と公共工事の品質確保 

将来にわたって担い手の確保に必要な経費の確保 

中国地方 
４県平均 

 
競争入札落札率の推移 

 

山口県 

出典：入札契約適正化法に基づく実施状況調査結果 

都道府県 
平均 

 

80% 
↓  
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２ 業務委託における総合評価方式の試行 

（１）背景 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の改正（令和元年６月） 

○基本理念に業務における企業や技術者の能力の評価・活用が追加 

《業務の特徴》 

➢ 成果の品質が公共工事に及ぼす影響大 

・建設時及び維持管理段階の総合的コスト 

・施設の性能・耐久性 

・公共工事の工期 

・利用者の満足度 等 

   ➢ 成果の品質は企業や技術者の技術的能力に負うところ大 

   ⇒ 高度な技術力を要する業務において、企業や技術者の技術的能力 

が劣る場合には、成果の品質低下が懸念 

 

（２）試行による効果 

 

    価格と企業や技術者の技術的能力等を総合的に評価 

 

 

          最も評価が高いものを落札者に決定 

 

 

            業務の成果の品質が向上 

 

 

公共工事の品質確保 
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（３）対象業務 

土木関係建設コンサルタント業務のうち、予定価格が概ね２千万円以

上かつ高度な技術力を要する業務の中から選定する。 

《土木関係建設コンサルタント業務の特徴》 

➢ コストや耐久性等の多様な面から検討を重ねながら設計を行う 

など、技術的難易度が高い業務が多い 

➢ 発注件数が多い 

 

 

2 千万円以上 2 58 4 0 1 

1～2 千万円 16 143 16 2 3 

1 千万円未満 184 194 80 71 39 

合計 202 395 100 73 43 

 

（４）型式 

 

型式 対象業務 

簡易型 価格と企業や技術者の技術的能力等を総合的に評価することによ

って成果の品質向上が期待できる業務 

標準型 簡易型の評価に加え、コスト縮減や耐久性向上等に資する技術提

案を求めることによって成果の更なる品質向上が期待できる業務 

 

  

型式別対象業務 

202

395

100
73

43

測量 土木コンサル 地質調査 補償コンサル 建築コンサル

2千万円以上

1千万円以上2千万円未満

1千万円未満

発注件数 

業務区分別価格帯別年平均発注件数（過去３ヶ年） 
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（５）評価項目 

価格評価：入札価格に基づく評価 

技術評価：企業や技術者の技術的能力等による評価 

 

 

（６）落札者の決定方法 

①落札者の決定 

入札価格が予定価格の範囲内にあるもののうち、価格評価と技術評価

を点数化したものを合算した評価値が最も高い者を落札者とする。 

②評価値の算出 

評価値＝価格評価点＋技術評価点 

価格評価点＝ ａ×（１－入札価格／予定価格） 

技術評価点＝ ｂ×（技術評価の得点合計点／技術評価の配点合計点） 

 

評価項目 評価細目 簡易型 標準型

①企業 同種業務の実績

業務成績評定点

県内常駐技術者数

災害協定等に基づく活動実績　　 等

②技術者 保有資格

同種業務の実績

業務成績評定点（技術者評定点） 等

③実施方針等 業務目的、内容等の理解度

実施フローの妥当性

工程計画の妥当性　　　　　　   等

④技術提案 提案内容の的確性と実現性 - ○

○ ○

○ ○

○ ○

型式別各係数の値 

技術評価における評価項目と細目 

型式 簡易型 標準型

価格評価点の係数　a 30 30

技術評価点の係数　b 30 60
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（７）学識経験者からの意見聴取 

   総合評価方式の実施に当たり、地方自治法施行令第１６７条の１０の２

第４項、第５項、１６７条の１３の規定により、意見聴取を行う。 

  ①落札者決定基準に関する事項 

  ②落札者を決定しようとする際の意見聴取の要否に関する事項 

  ③落札者を決定しようとする際の落札者決定に関する事項 

 

（８）国・他県の状況 

  国や３４都道府県が土木関係建設コンサルタント業務において総合評価

方式を導入済（試行含む） 

 

 

C 社は A 社・B 社より入札価

格が高く価格評価点は低い

が、技術評価点が高いため、

評価値は高い。 

→C 社が落札者となる 

予定価格 調査基準価格 

価格評価点 

技術評価点 A 社 

B 社 

C 社 

D 社 

入札価格 

評価値 

評価値のイメージ（簡易型） 
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報告資料 



建設産業の働き方改革の推進 
 

１ 趣旨 

県では、持続可能な建設産業を構築するため、就労環境の改善や生産性

の向上等、建設産業の働き方改革に取組んでいる。 

今後、更なる働き方改革推進のため、「週休２日工事」を拡大するととも

に、「建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）活用モデル工事」の試行に

取組む。 

 

２ 内容 

（１） 週休２日工事の拡大 

○ 取組内容 

・ 週休２日工事の実施件数を増やすため、発注者指定型による発注件数

を順次拡大 

・ 請負対象設計額１億円以上の工事は、原則として発注者指定型で発注 

 

（参考） 

土木建築部における週休２日工事の実施状況と今後の目標 

発注方式 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

発注 実施 実施率  発注 実施 発注 発注 

発注者指定型 13 13 100% 48 48 100 200 

受注者希望型 415 102 25% 735 184 700 600 

合計 428 115 27% 783 232 800 800 

注） 令和３年度の実施件数は、令和２年度の実施率（実績）により試算 

 

※ 令和６年４月から、労働基準法の罰則付き時間外労働の上限規制が

建設業にも適用される。 

 

※ 実施時期：令和４年５月１日 
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（２） 建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）※活用モデル工事の試行 

 

※ 技能者の資格や現場での就業履歴等を登録・蓄積し、技能・経験が

客観的に評価されることで、技能者の適切な処遇につなげる仕組みで

あり、業界団体と国が連携して普及を推進中 

（平成３１年４月 運用開始） 

 

○ 取組内容 

・ 建設キャリアアップシステムの普及を促進するため、ＣＣＵＳ活用の

目標基準を全て達成した場合に、工事成績評定で加点するモデル工事の

試行を実施 

・ 受注者希望型で発注 

 

①対象工事 

⇒ 請負対象設計額が１億円以上の工事 

 

②目標基準 

指 標 土木系工事 営繕系工事 

平均事業者登録率 ９０％ ７０％ 

平均登録技能者率 ８０％ ５０％ 

平均就業履歴蓄積率 ５０％ ３０％ 

 

③工事成績評定 

⇒ 目標基準を全て達成した場合に工事成績評定で１点を加点 

 

※ 実施時期：令和４年５月１日 

 

（参考）ＣＣＵＳ登録状況（令和３年１２月末時点） 

 
事業者 

登録数 

技能者 

登録数 

（参考） 

建設業許可 

業者数 

全国 153,465 791,678 475,470 

山口県 1,813 8,194 5,823 
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